
「科学技術立国」に向けた国際的な研究者の交流促進に向けて 

 

資源のない島国であるわが国が目指すべきは「科学技術立国」によ

る成長です。これらの鍵を握るのが、イノベーションを牽引する人材

の育成を含む、研究力の抜本的な強化です。 

現在、厳しい環境におかれている若手研究者に対して、「お金と時

間」の制約なく自由に研究に集中できる環境整備を進め、例えば、科

学研究費助成事業（いわゆる科研費）の倍増といった大胆な措置を、

政府は講じるべきです。 

 また、トランプ政権において、研究プロジェクト削減や大学に対す

る助成金の削減を受けて、アメリカの研究者がアメリカを離れる事態

となっています。こうした国際的な動向も踏まえると、わが国におい

ては、世界中の研究者にとって魅力ある環境を整備し、研究者が安心

して能力発揮できるよう国内の研究環境の強化と受入れ体制の整備に

真剣に取り組む必要があります。 

すでに、各国が優秀な研究者を誘致するために多額の予算を投じて

います。ついては、政府には、緊急に予算措置を講じる等、世界中の

優秀な研究者に日本が選ばれる国になるよう、国をあげて速やかに対

応するよう要望いたします。 
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